
固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去
債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 661¶245¶098 3¶018¶750 ` 664¶263¶848 274¶775¶811 39¶036¶190 ` 389¶488¶037

構 築 物 68¶052¶728 ` ` 68¶052¶728 10¶548¶422 2¶034¶566 ` 57¶504¶306

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 33¶376¶350 ` ` 33¶376¶350 20¶596¶252 2¶558¶758 ` 12¶780¶098

車 両 運 搬 具 22¶320¶120 ` ` 22¶320¶120 18¶108¶131 1¶896¶047 ` 4¶211¶989

工具器具備品 1¶409¶832¶617 56¶546¶997 22¶483¶944 1¶443¶895¶670 944¶113¶554 119¶925¶213 ` 499¶782¶116

計 2¶194¶826¶913 59¶565¶747 22¶483¶944 2¶231¶908¶716 1¶268¶142¶170 165¶450¶774 ` 963¶766¶546

建 物 73¶709¶583¶040 1¶364¶676¶533 196¶933¶675 74¶877¶325¶898 18¶632¶433¶504 2¶297¶747¶406 ` 56¶244¶892¶394 注

構 築 物 1¶921¶416¶570 ` ` 1¶921¶416¶570 852¶885¶451 81¶016¶194 ` 1¶068¶531¶119

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 391¶184¶900 ` ` 391¶184¶900 79¶461¶176 23¶026¶152 ` 311¶723¶724

車 両 運 搬 具 ` ` ` ` ` ` ` `

工具器具備品 491¶100¶733 5¶578¶945 ` 496¶679¶678 406¶124¶995 15¶910¶105 ` 90¶554¶683 注

計 76¶513¶285¶243 1¶370¶255¶478 196¶933¶675 77¶686¶607¶046 19¶970¶905¶126 2¶417¶699¶857 ` 57¶715¶701¶920

土 地 34¶647¶310¶000 5¶635¶000¶000 ` 40¶282¶310¶000 ` 40¶282¶310¶000 注

非 償 却 資 産
美術品・収蔵品 55¶194¶645¶268 2¶146¶535¶871 ` 57¶341¶181¶139 ` 57¶341¶181¶139

建 設 仮 勘 定 21¶241¶500 ` 21¶241¶500 ` ` `

計 89¶863¶196¶768 7¶781¶535¶871 21¶241¶500 97¶623¶491¶139 ` 97¶623¶491¶139
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３ 金融商品関係
保有している金融商品の重要性が乏しいため、注記を省略しております。

４ 賃貸等不動産関係
当法人は、国立新美術館において、全国的な活動を行っている美術団体等に対し展示スペースを
提供しており、当該スペースが賃貸等不動産に該当しております。
当法人が保有する建物を譲渡するためには、中期計画にて譲渡に関する計画を定めることにより、
文部科学大臣の認可を受ける必要がありますが、第３期中期目標及び中期計画において、国立新美
術館を譲渡する計画はありません。
このように、国立新美術館は自由な処分及び収益を前提とした売却が想定されていないことから、
適正な時価を把握することは困難であると判断しております。
５ 資産除去債務関係
当法人は、国有財産使用許可書及び土地使用契約書等により、国及び地方公共団体等が所有する
土地を東京国立近代美術館、国立西洋美術館、国立国際美術館及び国立新美術館の敷地として使用
しており、建物撤去による原状回復に係る債務を有しています。

しかし、第３期中期目標及び中期計画において、建物の移転や取り壊しは予定されていません。
また、独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成24年１月20日閣議決定）においても、
建物の移転や取り壊しは講ずべき措置として記載されていません。さらに、独立行政法人国立美術
館法及び独立行政法人国立美術館業務方法書において、各美術館を良好な状態で維持管理すること
が当法人の業務として定められており、建物の移転や取り壊し等には当法人の意思決定だけではな
く、文部科学省をはじめとする各関係団体の総合的な判断も考慮して行われることになります。
このように、現時点で建物撤去が行われる予定はなく、また、当法人の裁量だけでは建物撤去の
時期を決定することができないことから、資産除去債務を合理的に見積ることはできません。その
ため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
６ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
当法人は、平成26年４月に独立行政法人国立文化財機構及び独立行政法人日本芸術文化振興会と
統合し、文化振興型の成果目標達成法人への移行を目指すことが、独立行政法人の制度及び組織の
見直しの基本方針（平成24年１月20日閣議決定）において定められております。
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